【声明】　教員の意見を反映させた教科書採択を広げよう
　　
　2010年は、06年教育基本法に基づく学習指導要領によって作成された初めての小学校教科書採択の年であり、2011年は中学校教科書採択の年です。
教科書は、子どもが学ぶ学習の土台であり、教員の授業づくりの土台となるものです。だからこそ教科書は、真理・真実・事実に基づき、世界の人々と連帯できるものであるべきです。長い間、教科書採択は、多くの地域で最も子どもの実態を知っている教員が、各社の教科書を比較検討し、その結果を反映させた教科書を採択してきました。
　1996年「新しい歴史教科書をつくる会」発足後の2001年3月、文部科学省は、「教育委員会の権限と責任において教科書採択を行う」という通知を出しました。これ以後、いっそう公立学校教員や保護者の意見が反映した教科書採択が行われにくくなっています。教育委員会は、首長の推薦で選ばれた5～6人の教育委員からなり、必ずしも教育の専門家ではありません。少数の教育委員だけで全教科の教科書をすべて比較検討することは不可能です。また、教育委員の推薦者である首長の意向を反映させた教科書採択となりやすく、教育への政治介入につながる危険性があります。昨年8月4日、横浜市教育委員会が18区のうち8区で自由社版中学歴史教科書を採択したのは、その一例です。横浜市教育委員会は、校長や現場教職員で構成された「教科書取扱審議会」の答申を無視して、無記名の秘密投票で決定しました。自由社版教科書は、歴史学・歴史研究の成果に基づかず、間違いも多く指摘されています。使用されている語句も、研究成果を生かしたものではなく、「帰化人」「大和朝廷」「大東亜戦争」などとし、中学生が学ぶ教科書としては不適切です。さらに自由社版教科書は扶桑社版教科書と同様、日本が行った侵略戦争を、「自存自衛の戦争」「アジア解放の戦争」ととらえ、国内外から大きな批判を受けています。その上、横浜市教育委員会は、今年の小学校採択から教科書採択区を全市１区にすることを決定しました。これは、1997年以降、閣議決定されている「採択地区の小規模化」に逆行しています。

子どもたちが使用する教科書は、豊かな学びを保障するためにも、子どもの実態や地域の実情を反映したものであることが重要です。子どもたちの学習意欲低下が問題になっている今日、日々子どもたちに直接向き合っている教員の意見を反映した教科書採択の実現は切実な課題です。教科書採択を「教育委員会の権限と責任」で行うとした文部科学省2001年の通知を撤回させ、「保護者や教員の意見が確実に反映できる」採択方法にするように取り組みましょう。そして、2011年の教科書採択に向けて、2000年、2004年を上回る規模の運動にするために、今から取り組みを強めましょう。
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